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改定 現行 摘 要 

第 108 条 業務主任技術者 

1. 受注者は、地質・土質調査業務における業務主任技術者を定め、発注者に通知するものとする。

2. 業務主任技術者は、契約図書等に基づき、地質・土質調査業務に関する管理を行うものとする。

3. 主任技術者は、技術士（総合技術監理部門（選択科目：建設-土質及び基礎、又は応用理学-地質）

又は建設部門（選択科目：土質及び基礎）若しくは応用理学部門（選択科目：地質））、国土交

通省登録技術者資格（施設分野：地質・土質－業務：調査）、シビルコンサルティングマネージ

ャー（以下「ＲＣＣＭ」という。）（地質部門又は土質及び基礎部門）の資格保有者又はこれと

同等の能力と経験を有する技術者であり、特記仕様書に定める業務経験を有することとし、日本

語に堪能（日本語通訳が確保できれば可）でなければならない。 

4. 業務主任技術者は、監督員が指示する関連のある地質・土質調査業務等の受注者と十分に協議の

上、相互に協力し、業務を実施しなければならない。 

5. 業務主任技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、育児、介護等 

やむをえない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者とするものとし、受注者は発注者

の承諾を得なければならない。 
 

 

 

第 111 条 提出書類 

1. 受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に関係書類を監督員を経て発注者に遅滞な

く提出しなければならない。ただし、業務委託料（以下「委託料」という。）に係る請求書、請

求代金代理受領承諾書、遅延利息請求書、監督員に関する措置請求に係る書類及びその他現場説

明の際に指定した書類を除く。 

2. 受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者において様式を定め、

提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場合は、これに従わなければならな

い。 

3. 受注者は、契約時又は変更時において、委託料が 500 万円以上の業務について、業務実績情報シ

ステム（テクリス）に基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報として作成した「登録

のための確認のお願い」をテクリスから監督員にメール送信し、監督員の確認を受けた上で、受

注時は契約締結後、15 日（休日等を除く）以内に、登録内容の変更時は変更があった日から、15

日（休日等を除く）以内に、完了時は業務完了後、15日（休日等を除く）以内に、訂正時は適

宜、登録機関に登録申請しなければならない。なお、登録できる技術者は、業務計画書に示した

技術者とする（担当技術者の登録は３名までとする）。 

また、登録機関発行の「登録内容確認書」はテクリス登録時に監督員にメール送信される。な

お、変更時と完了時の間が、15 日間（休日等を除く）に満たない場合は、変更時の登録申請を省

略できるものとする。 

また、本業務の完了後において訂正または削除する場合においても同様に、テクリスから発注者にメール

送信し、速やかに発注者の確認を受けた上で、登録機関に登録申請しなければならな 
 

 

 

 

 

 

 

第 108 条 業務主任技術者 

1. 受注者は、地質・土質調査業務における業務主任技術者を定め、発注者に通知するものとする。

2. 業務主任技術者は、契約図書等に基づき、地質・土質調査業務に関する管理を行うものとする。

3. 業務主任技術者は、監督員が指示する関連のある地質・土質調査業務等の受注者と十分に協議の 

上、相互に協力し、業務を実施しなければならない。 

4. 業務主任技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、育児、介護等 

やむをえない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者とするものとし、受注者は発注者

の承諾を得なければならない。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 111 条 提出書類 

1. 受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に関係書類を監督員を経て発注者に遅滞な

く提出しなければならない。ただし、業務委託料（以下「委託料」という。）に係る請求書、請

求代金代理受領承諾書、遅延利息請求書、監督員に関する措置請求に係る書類及びその他現場説

明の際に指定した書類を除く。 

2. 受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者において様式を定め、

提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場合は、これに従わなければならな

い。 

3. 受注者は、契約時又は変更時において、委託料が500万円以上の業務について、業務実績情報シ

ステム（テクリス）に基づき、受注・変更・完了時に業務実績情報として「登録のための確認の

お願い」を作成し、受注時は契約締結後、15日（休日等を除く）以内に、登録内容の変更時は変

更があった日から、15日（休日等を除く）以内に、完了時は業務完了後、15日（休日等を除く）

以内に、書面により監督員の確認を受けたうえで、登録機関に登録申請しなければならない。な

お、登録できる技術者は、業務計画書に示した技術者とする（担当技術者の登録は３名までとす

る）。 

また、登録機関に登録後、テクリスより「登録内容確認書」をダウンロ－ドし、直ちに監督員

に提出しなければならない。なお、変更時と完了時の間が、15日間（休日等を除く）に満たない

場合は、変更時の提出を省略できるものとする。 

また、本業務の完了後において訂正または削除する場合においても、速やかに発注者の確認を

受けた上で、登録機関に登録申請し、登録後にはテクリスより「登録内容確認書」をダウンロー

ドし、発注者に提出しなければならない。 
 

 

 

 

 



改定 現行 摘 要 

第 114 条 資料等の貸与及び返却 

1. 監督員は、設計図書に定める図書及びその他関係資料を、受注者に貸与するものとする。なお、

貸与資料は、業務着手時に受注者に貸与することを原則とし、これに依らない場合は、業務着手時に

貸与時期を受発注者間で協議する。 

2. 受注者は、貸与された図書及び関係資料等の必要がなくなった場合は直ちに監督員に返却するも

のとする。 

3. 受注者は、貸与された図書及びその他関係資料を丁寧に扱い損傷してはならない。万一、損傷し

た場合には、受注者の責任と費用負担において修復するものとする。 

4. 受注者は、設計図書に定める守秘義務が求められる資料については複写してはならない。 
 

 

 

 

第 804 条 業務内容 

1. 計画準備 

第 802 条第 1項に準じるものとする。 

2. 現地踏査 

測線計画及び電極配置計画作成のために現地の状況を把握するものとする。 

3. 資料検討 

既存資料の整理・検討を行い、現地踏査結果を踏まえ、測線配置計画、電極配置選択、最小電極

間隔及び最大電極間隔を決定する。 

4. 測線設定 

測線計画において決定された測線長、方向、測線数及び電極間隔に基づき、現地で測量を行い、

測線の両端、交点及び測点等に木杭を設置して測線を設定し、合わせて各測点の標高を求めるもの

とする。 

5. 観 測 

電極配置計画において決定された電極配置により、電流、電位差の測定を行うものとする。 

6. 解 析 

(1) 観測結果を用い、見掛け比抵抗疑似断面図を作成するものとする。 

(2) 観測結果を用いてインバージョン（逆解析）により比抵抗断面図を作成するものとする。 

(3) 比抵抗断面図とその他の地質資料も考慮し、地山の比抵抗と地質及び地層の関係について地

質学的解釈を行うものとする。 

7. 照査 

  計画準備、測線設定、観測、解析について照査するものとする。 

8. 報告書作成 

第 802 条第 7項に準じるものとする。 
 

 

第 114 条 資料等の貸与及び返却 

1. 監督員は、設計図書に定める図書及びその他関係資料を、受注者に貸与するものとする。 

2. 受注者は、貸与された図書及び関係資料等の必要がなくなった場合は直ちに監督員に返却するも

のとする。 

3. 受注者は、貸与された図書及びその他関係資料を丁寧に扱い損傷してはならない。万一、損傷し

た場合には、受注者の責任と費用負担において修復するものとする。 

4. 受注者は、設計図書に定める守秘義務が求められる資料については複写してはならない。 
 

 

 

 

 

 

 

第 804 条 業務内容 

1. 計画準備 

第 802 条第 1項に準じるものとする。 

2. 現地踏査 

測線計画及び電極配置計画作成のために現地の状況を把握するものとする。 

3. 資料検討 

既存資料の整理・検討を行い、現地踏査結果を踏まえ、測線配置計画、電極配置選択、最小電極

間隔及び最大電極間隔を決定する。 

4. 測線設定 

測線計画において決定された測線長、方向、測線数及び電極間隔に基づき、現地で測量を行い、

測線の両端、交点及び測点等に木杭を設置して測線を設定し、合わせて各測点の標高を求めるもの

とする。 

5. 観 測 

電極配置計画において決定された電極配置により、電流、電位差の測定を行うものとする。 

6. 解 析 

(1) 観測結果を用い、見掛け比抵抗疑似断面図を作成するものとする。 

(2) 観測結果を用いてインバージョン（逆解析）により比抵抗断面図を作成するものとする。 

(3) 比抵抗断面図とその他の地質資料も考慮し、地山の比抵抗と地質及び地層の関係について地

質学的解釈を行うものとする。 

7. 報告書作成 

第 802 条第 7項に準じるものとする。 
 

 

 

 

 

 

 

 


